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I 財務書類の作成について 

１  目的 

地方公会計制度とは、従来の現金主義・単式簿記による予算・決算制度（いわゆる官庁会計）

を補完するものとして導入された、発生主義・複式簿記による企業会計の手法を取り入れた会

計制度です。 

この制度により財務書類や固定資産台帳を作成することで、従来の予算・決算書類では把握

が困難であった、減価償却費・各種引当金等の現金取引以外のコストを含むフルコスト情報の

把握、資産・負債といったストック情報の把握、さらに第三セクター等を含めた連結ベースでの

財務状況の把握などが可能になります。 

 

２  本県の沿革 

平成１１年度決算～独自方式により貸借対照表及び行政コスト計算書等を作成 

平成１７年度決算～総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告

書」に示された作成要領に基づき、普通会計貸借対照表、普通会計行政コ

スト計算書及び公社・第三セクター等を含めた連結貸借対照表を作成 

平成２０年度決算～総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」等に示された作成要領

に基づいた「総務省方式改訂モデル」により、普通会計及び連結財務書類

を作成 

平成２８年度決算～総務省の要請に応え、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とし

た「統一的な基準」に基づく、現在の財務書類を作成 
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３  各財務書類の作成対象範囲 

本県の財務書類の会計範囲は次のとおりです。 
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４  財務書類の構成 

 財務書類の構成 

   財務書類は次の４表から構成されています。 

 

 財務書類の相互関係 

   以下のとおり相互に関連しています。 

 

 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末資金残高に

本年度末歳計外現金残高を加えたものと一致します。 

 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と一致します。 

 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

 

名 称 概 要 

貸借対照表   

BS(Balance Sheet) 

基準日時点における資産や負債の状況を

表します。 

行政コスト計算書 

PL(Profit and Loss statement)  

会計期間中の資産形成に結びつかない経

常的な費用と収益の取引高を表します。 

純資産変動計算書 

NW(Net Worth statement) 

会計期間中の純資産及びその内部構成の

変動を表します。 

資金収支計算書 

CF(Cash Flow statement) 

会計期間中の現金の流れを表します。 

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

貸借対照表

臨時利益 前年度末残高固定資産等の変動

純資産

本年度末残高本年度末残高純行政コスト

うち

現金預金

＋ 本年度末

歳計外現金残高
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５  固定資産台帳と財務書類 

 財務書類の作成にあたっては、県の資産の状況を正しく把握することが必要不可欠であり、

そのための補助簿として固定資産台帳を整備しています。 

 固定資産台帳は固定資産の取得から処分に至るまでの経緯を管理するための帳簿で、所有

する全ての固定資産の資産名や用途、構造、取得年月日、耐用年数、価額等を記載しています。 

 固定資産に関する情報のうち、期末時点の現在高（ストック）は貸借対照表に、会計期間中の

増減（フロー）は純資産変動計算書に表示されます。 

 

固定資産台帳 純資産変動計算書

資産 負債 前年度末残高

純行政コスト

財源

貸借対照表

固定資産等の変動

純資産

本年度末残高

うち

固定資産

12345678

◎◎庁舎

**年**月**日取得

〇〇〇〇円

・・・・

期末時点の現在高

【ストック】

会計期間中の変動

【フロー】
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II 令和５年度決算 一般会計等財務書類の解説 

１  概要 

 資産は 1 兆 4，926 億円、負債は 1 兆 3,775 億円、純資産は 1,151 億円となりまし

た。前年度と比較して資産は 209 億円、負債は 85 億円減少し、純資産は 125 億円減少

しました。 

 純行政コストは 4，858 億円となり、前年度と比較して 224 億円減少しました。 

 税収等と国県等補助金からなる財源は 4,693 億円となり、前年度と比較して 223 億円

減少しました。 
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２  貸借対照表 

基準日時点における資産や負債の保有状況を表します。 
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 県民一人あたりの貸借対照表  

県民一人当たりの資産額は 161 万 4 千円、負債額は 149 万円です。昨年度よりも資産と

負債が共に微増しました。また、県民一人当たりの地方債は、固定負債に計上されている地方

債と流動負債に計上されている１年内償還予定地方債を合わせた 133 万 7 千円となり、昨

年度より 1 万 2 千円増加しました。 

 

 目的別の有形固定資産 

 有形固定資産を金額の大きい方から順に見ると、生活インフラ・国土保全、教育、産業振興と

なります。生活インフラ・国土保全の中では、道路施設等のインフラ資産に関する資産が大きな

割合を占めています。 
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３  行政コスト計算書 

 会計期間中の資産形成に結びつかない経常的な費用と経常的な収益の取引高を表します。 
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県民一人当たりの行政コスト計算 
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４  純資産変動計算書 

 会計期間中の純資産及びその内部構成の変動を表します。 
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５  資金収支計算書 

会計期間中の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異なる３つの活動に分けて表

します。 
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６  指標による分析 

 財務書類から算定される財政指標について、（１）資産の分析、（２）資産と負債の比率、（３）負

債の状況、（４）行政コストの状況、（５）受益者負担の状況の５つの視点から分析しています。 
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- 16 - 

 

III 令和５年度決算 全体・連結会計財務書類の解説 

１  連結財務書類の作成目的 

 連結財務書類は、秋田県とその関連団体を連結してひとつの行政サービス実施主体としてと

らえ、公的資金等によって形成された資産の状況や行政サービス提供に要したコスト等を総合

的に明らかにすることを目的として作成しています。 

 本県では、地方公営事業会計及び地方独立行政法人、地方公社については全部連結の対象

としています。第三セクター等については、資本金等の２５％以上を出資し、役員の派遣または

財政支援等の実態から県が当該法人の運営に主導的な立場を確保していると認められる法人

を全部連結の対象としています。なお、全体会計及び連結会計の対象となっている会計等の一

覧は、P.２の「各財務書類の作成対象範囲」に掲載しています。 

２  連結財務書類のポイント 

 全体・連結会計の財務書類作成に当たっては、次のような調整を行っています。 

 可能な限り統一された会計処理を行うため、連結対象団体等が法定の会計基準により作

成している決算書類について、読替えや修正をしたうえで連結しています。 

 県と連結対象団体等をひとつの行政サービスの実施主体とみなすため、会計相互間の債

権債務や取引（例：資金の出資と受入、補助金の支出と収入など）は内部取引として相殺消

去します。 

【相殺消去のイメージ】

一般会計の貸借対照表 連結会計の貸借対照表 連結会計の貸借対照表

（単純合算） （相殺消去後）

資産 負債

資産 負債 資産 負債

純資産

負債 負債

資産

A会計の貸借対照表

資産

資産 負債 純資産 純資産

純資産 純資産

純資産

A会計への
出資金

一般会計か
らの出資金

A会計への
出資金

一般会計か
らの出資金

相殺消去
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３  全体・連結貸借対照表 

 

 全体の資産合計は、一般会計等の 1.14 倍で、１兆 6,988 億円です。主なものは、宅地造

成事業、港湾整備事業、電気事業、工業用水道事業及び下水道事業の有形固定資産です。 

 連結の資産合計は、一般会計等の 1.40 倍で、２兆 942 億円です。主なものは、秋田県信

用保証協会の流動資産及び(公財)秋田県林業公社の投資及びその他の資産です。 

 全体の負債合計は、一般会計等の 1.08 倍で、１兆 4,860 億円です。主なものは、下水道

事業の固定負債です。 

 連結の負債合計は、一般会計等の 1.32 倍で、１兆 8,223 億円です。主なものは、秋田県

信用保証協会の流動負債及び(公財)秋田県林業公社の固定負債です。 
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４  全体・連結行政コスト計算書 

 

 全体の純行政コストは一般会計等の 1.18 倍で、5,748 億円です。 

 連結の純行政コストは一般会計等の 1.18 倍で、5,720 億円です。前年度と比較して   

288 億円減少しました。 
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５  全体・連結純資産変動計算書 

 

 全体の本年度末純資産残高は一般会計等の 1.18 倍で、2,128 億円です。財源は特に国

民健康保険特別会計の税収等が多くの割合を占めています。 

 連結の本年度末純資産残高は一般会計等の 2.36 倍で、2,719 億円です。前年度末と比

較して 2 億円減少しました。 

６  全体・連結資金収支計算書 

 

 全体の本年度末現金預金残高は一般会計等の 2.34 倍で、450 億円です。 

 連結の本年度末現金預金残高は一般会計等の 3.44 倍で、661 億円です。前年度末と比

較して 9 億円増加となりました。 



 

 

 

【問い合わせ先】 

 秋田県秋田市山王四丁目１－１ 

  秋田県出納局会計課 

 電 話  ０１８－８６０－２７２１ 

 ＦＡＸ ０１８－８６０－３９２７ 

令和５年度秋田県の財務書類 

（令和７年３月） 


